
一億総活躍社会実現に向けた健康寿命の延伸
～ 効果的な介護予防の取組と戦略的な組合せの横展開 ～

Ⅰ これからの介護予防（平成２６年法改正）

Ⅱ 介護予防の機能強化の取組

参考１． 介護予防・日常生活支援事業 実施要綱通知（抜粋）

参考２． これまでの介護予防（平成２６年法改正前）

厚生労働省 老健局 老人保健課

平成27年度 地域づくりによる介護予防推進支援事業

第２回都道府県介護予防担当者・
アドバイザー合同会議（H28.2.25)

資料１
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元気な高齢者の増加

地
域
ケ
ア
会
議

等

・容易に通える範囲の通いの場での社会参加
・住⺠主体の体操等による状態の維持

一億総活躍社会実現に向けた健康寿命の延伸
～ 効果的な介護予防の取組と戦略的な組合せ ～

要支援等高齢者

地域づくりに
よる介護予防

・生活課題の抽出とアセスメント
・目標設定 ・モニタリングと評価

介護予防ケア
マネジメント

・保健・医療専門職が実施
・3~6カ⽉限定の⽣活⾏為障害の課題解決型

短期集中介護
予防サービス

・高齢者の生活と心身状態の実態把握調査
・高リスク者マッピング地域診断

介護予防活動
普及展開事業
により横展開

一般等高齢者

互助
生活支援

ハイリスク・
アプローチ

ポピュレーション・
アプローチ

地域マネジメント

1



Ⅰ これからの介護予防
（平成２６年法改正）

２



Ⅰ-１ 介護予防の推進①
介護予防の理念とこれまでの問題点

介護予防の理念

• 介護予防は、高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しく
は悪化の防止を目的として行うもの

• 生活機能の低下した高齢者に対しては、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機
能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけることが重要

• 単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能の改善だけを目指すものではな
く、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それによって一人ひとりの生
きがいや自己実現のための取組を支援して、QOLの向上を目指すもの

3

平成２６年法改正前の介護予防の問題点

• 介護予防の手法が、心身機能を改善することを目的とした機能回復訓練に偏りがち

• 介護予防終了後の活動的な状態を維持するための多様な通いの場を創出することが必
ずしも十分でなかった

（参考２－①～③）



Ⅰ-１ 介護予防の推進②
これからの介護予防

平成２６年法改正における介護予防の考え方

• 機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、生活環境の調整や、地
域の中に生きがい・役割をもって生活できるような居場所と出番づくり等、高齢者本人を
取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのとれたアプローチが重要

• 地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、
要介護状態になっても、生きがい・役割を持って生活できる地域の実現を目指す

• 高齢者を生活支援サービスの担い手であると捉えることにより、支援を必要とする高齢
者の多様な生活支援ニーズに応えるとともに、担い手にとっても地域の中で新たな社会
的役割を有することにより、結果として介護予防にもつながるという相乗効果

• 住民自身が運営する体操の集いなどの活動を地域に展開し、人と人とのつながりを通じ
て参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進

• このような介護予防を推進するためには、地域の実情をよく把握し、かつ、地域づくりの
中心である市町村が主体的に取り組むことが不可欠

4



時 間 軸

脳卒中・骨折など
（脳卒中モデル）

虚弱高齢者（廃用症候群モデル）

閉じこもり
対
象
者
例

（参考） 高齢者リハビリテーションのイメージ

食事・排泄・着替え・入浴等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

急性期・回復期リハ 生活期リハ

＜ADL向上への働きかけ＞

活動へのアプローチ

＜IADL向上への働きかけ＞
掃除・洗濯・料理・外出等
ができるように、意欲への働きかけと環境調整をする

座る・立つ・歩く等
ができるように、訓練をする

＜機能回復訓練＞

＜役割の創出、社会参加の実現＞
地域の中に生きがい・役割をもって生活できるような居場所と出番づくりを支援する
家庭内の役割づくりを支援する

参加へのアプローチ

生
活
機
能

心身機能へのアプローチ

５



介護予防事業

1. 介護予防把握事業
2. 介護予防普及啓発事業
3. 地域介護予防活動支援事業
4. 一般介護予防事業評価事業
5. 地域リハビリテーション活動支援事業

Ⅰ－２ 平成２７年度法改正における介護予防事業の体系 (平成29年度までに順次移行)

一次予防事業

・介護予防普及啓発事業

・地域介護予防活動支援事業

・一次予防事業評価事業

二次予防事業

・二次予防事業対象者の

把握事業

・通所型介護予防事業

・訪問型介護予防事業

・二次予防事業評価事業

一般介護予防事業

○機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、地域づくりなどの高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのと
れたアプローチができるように介護予防事業を見直した。

○年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に
拡大していくような地域づくりを推進する。

○リハ職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、介護予防を機能強化する。

介護予防・日常生活支援サービス事業

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

予防給付

・介護予防通所介護

・介護予防訪問介護

廃
止
と
再
編

【旧】 【新】

1. 訪問型サービス（第１号訪問事業）
①訪問介護（現行相当のサービス）
②訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）
③訪問型サービスB（住民主体による支援）
④訪問型サービスC（短期集中予防サービス）
⑤訪問型サービスD（移動支援）

2.通所型サービス（第１号通所事業
①通所介護（現行相当のサービス）
②通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）
③通所型サービスB（住民主体による支援）
④通所型サービスC（短期集中予防サービス）

3.その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業）
①栄養改善の目的とした配食
②住民ボランティア等が行う見守り
③訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立支援に資す
る生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等） ６



Ⅰ-３ 一般介護予防事業
住民主体の介護予防活動とその支援

• 市町村の全域で、高齢者が容易に通える範囲に通いの場を住民主体で展開

• 前期高齢者のみならず、後期高齢者や閉じこもり等何らかの支援を要する者といった幅
広い参加を促進（高齢者人口の１０％の参加を目標）

• 住民自身の積極的な参加と運営による自律的な拡大を目指す

具体的には、

• 住民主体の通いの場は、原則として週1回以上の開催

• 後期高齢者・要支援者でも行えるレベルの体操などを実施

• 出前講座による栄養教室や口腔教室などを組み合わせることにより、住民主体の取組
の効果を高める

• ボランティアの育成・支援等を通じて、地域における互助の関係を促進

• 総合事業に移行していない市町村においても、原則として二次予防事業を見直し、一次
予防事業において住民主体の介護予防活動を優先して実施

（参考１－③）

７

（参考）住民主体の介護予防活動に向いた体操の条件

①初めての人でも簡単にできる ②虚弱な高齢者でも安全にできる

③虚弱高齢者から元気高齢者まで誰もが一緒にできる

④住民自身が体操の効果を実感できる ⑤介護予防の効果が実証されている



Ⅰ-４ 短期集中予防サービス
専門職による生活行為課題の解決

• 要支援者の多くは、身の回りの動作は自立しているが、買い物や調理など生活行為の
一部がしづらくなっている

• 従来の二次介護予防事業の参加率が低く、効果が持続しなかったという問題は、要支
援者の抱える生活行為課題の解決に十分には繋がっていなかったことが原因の一つと
して考えられる

• 一方、市町村介護予防強化推進事業（平成24-25年度）において、生活行為課題に着目
した適切なアセスメントと専門職による短期集中的な介入により、要支援者がサービス
利用から卒業し、ボランティア活動等に取り組むような効果的なモデルが明らかとなった

• ハイリスク・アプローチによる介護予防については、「生活行為向上リハビリテーション」
の考え方と同様に、居宅訪問による生活行為課題のアセスメント、興味・関心チェックシ
ートなどを活用した利用者本人の意欲把握と動機付け、サービス終了後の社会参加を
見据えた保健・医療専門職によって提供される介護予防サービスを、一般介護予防事
業と組み合わせて実施した場合には高い効果が得られる可能性がある

• 介護予防ケアマネジメントに基づき、以上のような取組を行う場合については、現行の給
付相当サービスを超えた基準で実施可能なサービスとして設定できるようにした

（参考１－①、②）
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要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

身の回りの動作（ADL） 生活行為(IADL)

要支援者のほとんどは、身の回りの動作は自立しているが、買い物など生活行為の一部がしづらくなっている。

（参考）要支援１～要介護２の認定調査結果

n=851,756

n=855,173

n=1,047,954

n=854,999

※２ 平成23年度要介護認定における認定調査結果（出典：認定支援ネットワーク（平成24年2月15日集計時点））

n=二次判定件数

※１ 「歩行できる」には、「何かにつかまればできる」を含む。
９



地域ケア会議でケアマネジメントのレベルアップを図っている取組例 ～奈良県生駒市～

【ここがポイント！】

平成25年4月1日現在

○生駒市は、複数の地域包括支援センターが事例を持ち寄り、多職種協働でケース検討を実施。会議で方向付けられた支
援内容を実際に行い、その結果を次の会議で報告し、支援の妥当性を検討。これを繰り返すことで地域包括支援センター
全体で自立支援のプロセスが共有され、成功体験の蓄積がケアマネジメントのレベルアップにつながっている。

地域包括支援センター 委託 6カ所
総人口 121,031人
65歳以上高齢者人口 27,491人（22.7％）
75歳以上高齢者人口 11,496人（9.5％）
要介護認定率 15.6%

第5期1号保険料 4,570円

大
阪
府

京都府

奈良県

生駒市①ケース検討は、要点を押さえる。漫然と行わない。（１事例１５分以内）
②１事例につき、初回、中間、最終の最低３回検討。（モニタリングが重要）
③疾患別等に体系化して集中議論で効率化
④継続（毎月１回）

• 保険者主催で毎回、25～30事例を検討。
• 検討会は１８０分以内に収める。（初回事例は1件15分、モニタリングは5分程度）

• 効率化を工夫（アセスメント様式の統一、初回・中間・終了の経過が一覧できる記録様
式、疾患別属性別に事例の類型化等）

• 多職種で検討（通所スタッフ、リハ、栄養、歯科）

同行訪問
（栄養）

○地域包括支援センター
• 自立支援の視点が定着
• アセスメント力が向上

• 個を視る目と地域を視る目の両方がバラ
ンスよく備わった

• 高齢者自身の自立の意識を高める関わり
方が向上

• 家族の負担軽減策を具体的に立てられる

• 地域の資源や人材を活かすアイディアが
豊富に

○通所事業所
• 自立支援の視点が定着
• アセスメント力が向上
• 的確な個別プログラムが立てられる
• 通所の“卒業”の意識が定着
• 通所卒業を念頭に置いて居場所と役割づ

くりを並行して行うようになり、“卒業”を達

成できる

約１年後

同行訪問
（リハ職）

生駒市

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ
（C地区）

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ
（B地区）

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ
（A地区）

ケアマネジメント

Bさん

Aさん

ケアマネジメント

ケアマネジメント

Cさん

モニタリング

検討検討

検討

モニタリングモニタリング

地域ケア会議（個別ケース検討）

通所
事業所通所

事業所

通所
事業所
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【開始時点】（2012.10 ） 【３か月後】（2013.1） 【６か月後】（2013.7）

ＡＤＬ
ＩＡＤＬ

（夫）腰痛で姿勢の向きを換えたり荷物を
運ぶことが難しい 畑仕事を中断

（妻）金銭・服薬・物品管理が難しい
家事全般に夫の助けを借りている

（夫）姿勢の向きを楽に換えられるようになった
買物の荷物を持って歩くことができる

（妻）手順を踏む行為（料理等）が難しくなってい
る

（夫）畑仕事を再開（クワの使用が可能になる）
（妻）夫の助けを借りながら、家事を行っている。

地域
ケア

会議
による
検討

（夫）妻を一人にして出かけるのが心配
ストレスと夜間不眠あり

（妻）困惑感、イライラ感が募る
↓

①二人で通所事業へ （週２回）
互いに交流の幅を広げる

②地域包括支援センターの訪問

（夫）通所終了
畑仕事の再開準備（通所の仲間の応援
で土を耕し、ウネを作る）

（妻）通所継続
お茶を配る、記録をつける等の役割を
増やす

①リハ職訪問（生活場面でのアドバイス）

妻のケアマネジメント、リハ職の対応を継続

リハ職
の対応

（夫）腰痛を回避する動作、筋力アップの
方法をアドバイス

（妻）通所でお茶を配るなどの役割をつく
り自信回復。夫へ関わり方をアドバイス

（夫）畑仕事に必要な動作、筋力アップの
方法をアドバイス

（妻）自宅台所で、実際に料理をしながら
夫に上手な指示の仕方をアドバイス

事例
（生駒市）

８４歳 男性 高齢世帯（夫） 要支援１（2012/6/1～2013/5/31） ⇒ 更新せず

８３歳 女性 （妻） 要介護１（2012/6/1～2013/5/31） ⇒ 要介護１

要介護認定を受けた経緯 ： 夫は、脊柱管狭窄症で歩行や風呂の出入りがしづらくなった。
妻は、物忘れが目立ち、生活管理全般が一人では難しくなった。

（夫）妻の様子を客観的に見られるようになり、
不安が緩和。

（妻）パワーアップ教室でボランティアとして参
加。笑顔が増える。

夫婦ともに、通所での仲間づくりを通じて、気
持ちが明るくなり、活動的になっている。

夫は、日常生活が困らなくなり、自
ら要介護認定を更新しなかった。

事例は、本人の了解を得た上で、生駒市から提供

【現在】（2013.10）

夫婦で通所（パワーアップ教室）へ 夫が上手に見守りながら妻が料理 夫は畑仕事を再開、妻は通所で記録係のボランティア
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（参考）介護予防ケアマネジメントの基本的な考え方

• 介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になることをできる限り
防ぐ（遅らせる）」「要支援・要介護状態になってもその悪化をできる限り防ぐ」ために、高齢者自身
が地域における自立した日常生活を送れるよう支援するものであり、従来からのケアマネジメントの
プロセスに基づくものである。

• 地域において、高齢者が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受けて改善に向かい、も
し、医療や介護、生活支援等を必要とする状況になっても住み慣れた地域で暮らし、その生活の質
を維持・向上させるためには、高齢者一人一人が自分の健康増進や介護予防についての意識を
持ち、自ら必要な情報にアクセスするともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取組を行うこと
が重要となる。

• 総合事業においては、高齢者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続することにより、
結果と して介護予防につながるという視点からも、利用者の生活上の何らかの困りごとに対して、
単にそれを補うサービスを当てはめるのではなく、利用者の自立支援に資するよう、心身機能の改
善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を持って生活できるような居場所に通い続けるなど、「
心身機能」「活動」「参加」にバランスよくアプローチしていくことが重要である。

• このようなことから、総合事業における介護予防ケアマネジメントについては、適切なアセスメントの
実施により、利用者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解した上で、その達成
のために必要なサービスを主体的に利用して、目標の達成に取り組んでいけるよう、具体的に介護
予防・生活支援サービス事業等の利用について検討し、ケアプランを作成していくこととなる。

※ 介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）の実施及
び介護予防手帳の活用について（Ｈ２７．６．５ 振興課長通知）
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Ⅱ 介護予防の機能強化の取組
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Ⅱ-１ 新総合事業移行にあたっての課題と対応

①一般介護予防事業（ポピュレーション・アプローチ）

• 住民主体の通いの場の方向性の決定

• 住民のやる気を引き出す方法、市町村による支援のあり方

②短期集中予防サービス（ハイリスク・アプローチ）

• 二次予防事業への参加率が低い

• 長期間利用する（卒業できない）人がいる

• 通所型事業の修了者が介護予防を継続する場が不足している

→ 「介護予防活動普及展開事業」において、効果的な介護予防の取組と戦略的な組合せ
を提示し、それを実践していくための一般介護予防事業と短期集中予防サービスの効果
的な組み合わせ方法の普及と都道府県による市町村支援について、マニュアル、カリキュ
ラムを制定し、全国に普及するとともにフォローアップ体制を構築

14



サービスや支援体制の具体的検討は、移行済み自治体でも６割が検討中。

（参考）介護予防・生活支援に係る各市町村の取組状況に関するアンケート調査結果【速報値】

総合事業に移行済み市町村における移行事務の進捗状況

※「総合事業に移行済み市町村」は、平成27年10月時点で介護予防・日常生活支援総合事業を開始済みの市町村を指す

94.4%

85.2%

83.3%

77.8%

77.8%

75.9%

75.9%

35.2%

35.2%

5.6%

13.0%

14.8%

18.5%

16.7%

18.5%

20.4%

59.3%

61.1%

0.0%

1.9%

1.9%

3.7%

5.6%

5.6%

3.7%

5.6%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合事業への

移行時期の決定

移行スケジュール

の作成

総合事業の

予算の確保

総合事業の

実施要綱等の制定

市町村・包括窓口

からの流れの決定

事業所の請求フロー

決定、委託契約等

住民・介護事業所

への周知

生活支援の

方向性の決定

通いの場の

方向性の決定

対応済み 検討中・対応中 検討を開始していない

n=54
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

事業への参加率が低い

長期間利用する（卒業できない）人がいる

個別サービス計画に、対象者の生活課題を

十分反映できていない

通所型事業にて運動・栄養・口腔等を一体的

に行う複合プログラムを実施できていない

通所型事業の終了者が介護予防を

継続する場が不足している

事業に従事する専門職が不足している

その他

課題と感じていることは特にない

通所型・訪問型事業は、実施していない
総合事業移行済み市町村
総合事業移行前市町村

事業参加率、終了後の受け皿問題は、共通の認識。

従来の二次予防事業について課題と感じていること

61.1%
62.7%

62.2%
75.9%

※「総合事業移行済み市町村」は、平成27年10月時点で介護予防・日常生活支援総合事業を開始済みの市町村を指す

（参考）介護予防・生活支援に係る各市町村の取組状況に関するアンケート調査結果【速報値】

総合事業移行済みn=54、総合事業移行前n=813
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バックアップ

国（アドバイザー組織）
・広域アドバイザー
・都道府県密着アドバイザー

バックアップ

都道府県

バックアップ

モデル市町村
（1都道府県5市町村まで）

住民運営の通いの場

Ⅱ－２ 地域づくりによる介護予防推進支援事業（平成26年度～）

住民に対する動機付け
住民運営の通いの場の立ち上

げ支援

相談・支援（地域診断、戦略
策定等）

研修の実施
相談・支援（電話、メール）
現地での技術的助言

●目的
これからの介護予防は、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、人と人とのつながりを通じて、

参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーション専
門職等を活かした自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生活できる地域の実
現を目指す必要がある。

このため、市町村は高齢者人口の１割以上が通いの場に参加することを目標に、地域づくりを推進する必要がある。
本事業では、市町村における地域づくりを通じた効果的・効率的な介護予防の取組が推進するよう、また市町村の取

組に地域間格差が生じないよう、都道府県と連携しながら市町村支援を行う。

●平成27年度事業内容
都道府県が管内全市町村の介護予防の取組を支援するにあたり参考となるモデル事例及び知見を得るために、国（ア

ドバイザー組織）と都道府県が連携し、モデル市町村が住民運営の通いの場を充実していく各段階において、研修及び
個別相談等の技術的支援を行う。

●市町村支援における役割分担
［都道府県］
・アドバイザーとモデル市町村との連携調整
・研修会の開催
・モデル市町村における取組から得た知見を基にし
た管内全市町村の取組支援

［広域アドバイザー］
・１～２都道府県を広域的に担当
・地域づくりによる介護予防の実践経験を活かした
具体的な技術支援

［都道府県密着アドバイザー］
・所在の1都道府県を担当
・市町村担当者が地域づくりを実践する中で抱える
課題等に対する日常的な相談・支援
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モデルとなる住民運営の通いの場を立ち上げ
・立ち上げの経験を積む
・通いの場の効果として、高齢者が元気になる過程を記録する

支援
アドバイザー＋都道府県担当者
・戦略策定の支援

住民運営の通いの場の本格育成
・モデルとなった通いの場での効果等を用い住民を動機付ける
・戦略に基づき、通いの場を展開する

住民運営の通いの場の拡大（※高齢者人口の1割以上が通いの場に参加）

地域診断
・住民の自主活動が既にどれくらい展開されているのか等の情報を整理する

国（アドバイザー組織） モデル都道府県モデル都道府県 モデル市町村モデル市町村

戦略策定
・地区内でどのように通いの場を充実するのか等の計画立案する（いつ、どこに、
何箇所程度等）

・住民の動機付け方法の戦略を立てる
・通いの場が継続していくための後方支援戦略を立てる

アドバイザー＋都道府県担当者
・現地支援
・電話・メール相談

支援

支援

相談

住民主体のネットワークの形成

リハビリ専門職等の活用

都道府県及びアドバイザーによる支援のイメージ

地域づくりによる介護予防推進支援事業（平成2７年度）

18

市町村内の体制整備
・庁内関係部門、地域包括支援センター、社会福祉協議会等との連携関係の構築アドバイザー＋都道府県担当者

・地域診断の支援



●目的
生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な高齢者

を増やすことを目的とする。
具体的には、①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組織づく

りと運営、③効率的・効果的な短期集中介護予防プログラムの実施と地域の受皿づくりを全国の市町村で実践できるよう、以
下のような技術的な支援を行う。

●平成2８年度事業内容
全国の市町村における上記①～③の取組を強化するため、先進事例から普遍的なノウハウを抽出、普及し、実践につなげ

る。

(1) 介護予防活動普及調査事業

介護予防に積極的な自治体において取り組まれている、「要介護状態からの卒業」を見据えた介護予防の手法について、
全国の市町村において取り入れることができるよう、普遍的なノウハウを抽出し、ガイドラインを作成する。都道府県との
連携の下、ガイドラインに沿った取組を全国の市町村が実践できるよう、研修・フォローアップのためのカリキュラムを策定
し、市町村に提供する。

(2) 介護予防活動普及研修事業

上記研修カリキュラムを用いた研修会を試行的に開催し、ガイドライン、カリキュラム改訂時に内容の充実を図る

Ⅱ－３ 介護予防活動普及展開事業（平成28年度～）

19自治体における先進事例

普遍的ノウ
ハウの抽出

調査委員会等にて検討 ガイドライン等の作成 研修会の実施

ガイドライン等
の普及

介護予防活動普及調査事業 介護予防活動普及研修事業

都道府県等職員向け



7～9月7～9月 10～12月 1～3月4～6月

（参考） 介護予防活動普及展開事業 ロードマップ

4～6月 10月～3月

地域での実践

【各事業の目的】
「サービスからの卒業」を見据えた介護予防の手法を確立するため、
① 好事例から普遍的なノウハウをガイドラインとして抽出
② 都道府県との連携のもと、市町村が地域で実践できるよう、研修・フォローアップのためのカリキュラ
ムを策定

①介護予防活動普及調査事業 ②介護予防活動普及研修事業

平成28年度 平成29年度

ノウハウの普及ノウハウの抽出

元
気
な
高
齢
者
の
増
加

・
生
涯
現
役
社
会
の
実
現

ガイドライン案作成

研修カリキュラ
ム案策定

試行
研修会

研修カリキュラ
ム改訂

ガイドライン改訂
ガイドライ
ン案配布

ガイドライン全
国配布
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（参考） 効果的な介護予防等の取組に係る先進事例の横展開の推進

１．介護予防活動普及展開事業【新規】（実施主体：国（委託）） 40,425千円

生涯現役社会を実現するため、先進的な市町村で取り組んでいる効果的な介護予防の仕組みを全国展開し、元気な高齢者を増やす。

①介護予防における市町村のリーダーシップ構築、
②市町村が主体的に介護予防に取り組むための組織づくりと運営、
③効率的・効果的な短期集中介護予防プログラムの実施と地域の受皿づくりを全国の市町村で実践

全国の市町村における上記①～③の取組を強化するための技術的支援として、先進事例から普遍的なノウハウを抽
出、普及し、実践につなげる。

（１）介護予防活動普及調査事業
介護予防に積極的な自治体において取り組まれている、「要介護状態からの卒業」を見据えた介護予防の手法につい

て、全国の市町村において取り入れることができるよう、普遍的なノウハウを抽出し、ガイドラインを作成する。
都道府県との連携の下、ガイドラインに沿った取組を全国の市町村が実践できるよう、研修・フォローアップのため

のカリキュラムを策定し、市町村に提供する。
（２）介護予防活動普及研修事業

上記研修カリキュラムを用いた研修会を試行的に開催し、ガイドライン、カリキュラム改訂時に内容の充実を図る。

具体的には、

２．介護予防市町村支援事業（実施主体：都道府県） 63,850千円

介護予防の推進に当たっては、高齢者の心身機能を高めることだけを目指すのではなく、高齢者が地域の中で生きがいや役割を持っ
て生活できるような居場所と出番づくりなど、高齢者を取り巻く環境への働きかけも含めたバランスの取れた取組が重要である。
このため、リハビリテーション専門職等を積極的に活用し、要介護状態になっても、生きがい・役割を持って生活できる地域の実現を目

指す。

事業目的

事業目的

事業内容

事業内容 本事業は、市町村が、地域の多様な資源を活用しながら効果的な介護予防の取組を効率的に実施することができるよう、都道府県
が、広域的な観点から様々な市町村支援を実施することを補助する。（補助率：１／２）

（１）介護予防市町村支援委員会
医療・介護・保険等の有識者等による委員会の設置、市町村が行う事業評価や課題抽出のサポート

（２）リハビリテーション専門職等の広域派遣調整事業
派遣にあたり、市町村事業等に必要な知識（活動と参加に焦点を当てたアプローチ）を習得させるための研修会実施

（３）介護予防従事者に対する技術的支援
介護予防ケアプランのチェック、改善指導のための知識・技術向上のための研修会の実施
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参考１．介護予防・日常生活支援総合事業
実施要綱通知（抜粋）
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参考１－① 訪問型短期集中予防サービス（訪問型サービスC）

(a) 定義

市町村の定める基準に基づき、実施指針第２の４（１）に規定する保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で
行われるサービス

(b) サービス内容

特に閉じこもり等の心身の状況のために通所による事業への参加が困難で、訪問による介護予防の取り組みが必要と認められる者を
対象に、保健・医療専門職がその者の居宅を訪問して、その生活機能に関する問題を総合的に把握、評価し、社会参加を高めるために
必要な相談・指導等を実施する短期集中予防サービスである。その際、サービス終了後も引き続き活動や参加が維持されるよう、地域の
通いの場や通所型サービス等社会参加に資する取組に結びつくよう配慮すること。また、当該サービスは、効果的な取り組みができると
判断される場合には、通所型サービスＣと組み合わせて実施することができる。

なお、当該サービスにおける保健・医療専門職とは、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛
生士等である。

（中略）

(f) 留意事項

a 訪問型サービスＣは、保健・医療専門職による短期集中予防サービスであることから、実績を確認しながら効果的かつ効率的な事
業運営に努めること。

b 対象者自身が自身の生活機能の低下等について自覚を持ち、介護予防に意欲的に取り組めるように支援すること。

c 対象者がしたい、又はできるようになりたい生活行為を、興味・関心チェックシート（別添４）等を活用し、具体的な目標として明確化す
ること。

d 個別的な支援を中心とする短期集中予防サービスであることから、３か月を経過した時点で評価を行い、例えばサービス担当者会

議等のカンファレンスを開催し、サービス終了後も引き続き社会参加に資する取組が維持されるよう配慮すること。ただし、カンファレ
ンスの結果、サービスの継続が生活行為の改善に効果的であると判断された場合には、最大６か月までサービスを継続することがで
きる。

e サービス終了後は、余暇やボランティア活動、地域の通いの場等の社会参加、一般介護予防事業、通所型サービスＢ等の社会参
加に資する取組を継続できるよう配慮すること。

f 生活機能が低下した場合再び相談できるよう、相談先を伝えること。
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参考１－② 通所型短期集中予防サービス（通所型サービスC）

（前略）

(b) サービス内容

個人の活動として行う排泄、入浴、調理、買物、趣味活動等の生活行為に支障のある者を対象に、保健・医療の専門職が、居宅や地域
での生活環境を踏まえた適切な評価のための訪問を実施した上で、おおよそ週１回以上、生活行為の改善を目的とした効果的な介護予
防プログラムを実施する、短期集中予防サービスである。単に高齢者の運動機能や栄養といった心身機能にだけアプローチするのでは
なく、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのとれたものとすることにより、サービス利用の結果、日常生活の活動
を高め、家庭や社会への参加につなげるものであること。その際、サービス終了後も引き続き活動や参加が維持されるよう、地域の通い
の場等への参加に結びつくよう配慮すること。また、当該事業は、効果的な取り組みができると判断される場合には、訪問型サービスＣと
組み合わせて実施することができる。

なお、当該サービスにおける保健・医療専門職とは、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛
生士等である。

（中略）

(f) 留意事項

a 通所型サービスＣは、保健・医療専門職による短期集中予防サービスであることから、実績を確認しながら効果的かつ効率的な事
業運営に努めること。

b 対象者自身が自身の生活機能の低下等について自覚を持ち、介護予防に意欲的に取り組めるように支援すること。

c 対象者がしたい又はできるようになりたい生活行為を、興味・関心チェックシート（別添４）等を活用し、具体的な目標として明確化す
ること。

d 居宅を訪問し、支障をきたしている生活行為の原因を、居宅や地域での生活環境を踏まえ、適切にアセスメントし、課題抽出すること
。

e 支障をきたしている生活行為の改善のための運動器の機能向上・栄養改善・口腔機能向上等のプログラム、ＡＤＬやＩＡＤＬの動作練

習、集団的に取り組むことにより効果を増す介護予防教育等を必要に応じて組み合わせて実施すること。また、適切な段階において
居宅を訪問しＡＤＬやＩＡＤＬの実施状況をモニタリングすること。

f 個別的な支援を中心とする短期集中予防サービスであることから、３か月を経過した時点で評価を行い、たとえばサービス担当者会

議等のカンファレンスを開催し、サービス終了後も引き続き社会参加に資する取組が維持されるよう配慮すること。ただし、カンファレ
ンスの結果、サービスの継続が生活行為の改善に効果的であると判断された場合には、最大６か月までサービスを継続してもよい。

g サービス終了後は、余暇やボランティア活動、地域の通いの場等の社会参加、一般介護予防事業、通所型サービスＢ等の社会参加
に資する取組を継続できるよう配慮すること。

h 生活機能が低下した場合再び相談できるよう、相談先を伝えること。
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参考１－③ 一般介護予防事業
(２)一般介護予防事業

ア 総則

(ア）目的

一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の
状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大し
ていくような地域づくりを推進するとともに、地域においてリハビリテーションに関する専門的知見を有する者を活かした自立支援に資する
取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生活できる地域を構築することにより、介護予防を推進することを目的として
実施する。

その目的を達成するため、市町村は、一般介護予防事業を構成する介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動
支援事業、地域リハビリテーション活動支援事業及び一般介護予防事業評価事業の５事業のうち必要な事業を組み合わせて、地域の実
情に応じて効果的かつ効率的に実施するものとする。

(イ）対象者

一般介護予防事業は、当該市町村の第１号被保険者の全ての者及びその支援のための活動に関わる者を対象に実施するものとする。

なお、介護予防に資する住民主体の通いの場への参加者数は、高齢者人口の概ね１割を目安として、地域の実情に応じて定めるものと
する。

イ 各論

(ア）介護予防把握事業

介護予防把握事業は、例えば、次に掲げる方法等により、地域の実情に応じ、効果的かつ効率的に収集した情報等を活用して、閉じこ
もり等の何らかの支援を要する者を早期に把握し、住民主体の介護予防活動へつなげることを目的とする

① 要介護認定及び要支援認定の担当部局との連携による把握

② 訪問活動を実施している保健部局との連携による把握

③ 医療機関からの情報提供による把握

④ 民生委員等地域住民からの情報提供による把握

⑤ 地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携による把握

⑥ 本人、家族等からの相談による把握

⑦ 特定健康診査等の担当部局との連携による把握

⑧ その他市町村が適当と認める方法による把握

なお、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握するために、訪問することも可能である。
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参考１－④ 一般介護予防事業
(イ) 介護予防普及啓発事業

介護予防普及啓発事業は、概ね次のものが考えられるが、市町村が介護予防に資すると判断した内容を地域の実情に応じて効果的か
つ効率的に実施するものとする。なお、実施に際しては、特に必要と認められる場合、リフトバス等による送迎を行うことができるものとす
る。

① 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の作成及び配布

② 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するための有識者等による講演会や相談会等の開催

③ 介護予防の普及啓発に資する運動、栄養、口腔等に係る介護予防教室等の開催

④ 介護予防に関する知識又は情報、各対象者の介護予防事業の実施の記録等を管理するための媒体（介護予防手帳等）の配布

(ウ）地域介護予防活動支援事業

地域介護予防活動支援事業は、年齢や心身の状況等によって高齢者を分け隔てることなく、誰でも一緒に参加することのできる介護予
防活動の地域展開を目指して、市町村が介護予防に資すると判断する住民主体の通いの場等の活動を地域の実情に応じて効果的かつ
効率的に支援することを目的とする。

なお、介護予防に資する住民主体の通いの場は、週１回以上の開催を基本とし、開催箇所数は人口１万人に概ね１０か所を目標として
、地域の実情に応じて定めるものとする。

① 介護予防に関するボランティア等の人材を育成するための研修

② 介護予防に資する多様な地域活動組織の育成及び支援

③ 社会参加活動を通じた介護予防に資する地域活動の実施

（後略）
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参考１－⑤ 一般介護予防事業

(エ）一般介護予防事業評価事業

① 事業内容

一般介護予防事業評価事業は、介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通じ、一般介護予防事業を含め、地
域づくりの観点から総合事業全体を評価し、その評価結果に基づき事業全体の改善を目的とする。

ただし、地域の実情を把握するための調査の実施にあたっては、介護保険事業計画の評価等を行う上で必要な項目を適切に選定し、
調査結果に基づいて評価を行い、計画の見直しを行うこと。また、調査結果について、介護予防普及啓発事業の活用をする等、住民への
情報提供に留意すること。

② 実施方法

事業評価は、年度ごとに、別添５の「総合事業の事業評価」により、プロセス評価を中心に実施するとともに、アウトカム指標について評
価することが望ましい。

(オ) 地域リハビリテーション活動支援事業

① 事業内容

事業内容としては、概ね次のものが考えられるが、市町村が地域における介護予防の取組を機能強化する効果があると判断した内容
を地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施するよう努めるものとする。実施に際しては、リハビリテーションに関する専門的知見を有
する者が、高齢者の有する能力を評価し改善の可能性を助言する等、地域包括支援センターと連携しながら、通所、訪問、地域ケア会議
、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等の介護予防の取組を総合的に支援する。

(a) 住民への介護予防に関する技術的助言

(b) 介護職員等（介護サービス事業所に従事する者を含む。）への介護予防に関する技術的助言

(c) 地域ケア会議やサービス担当者会議におけるケアマネジメント支援

② 実施担当者

リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランス良くアプローチすることのできる能力を有
する者が実施する。このような能力を有する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が想定されるが、職種を限定するものではない。
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参考２．これまでの介護予防（平成２６年法改正前）
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参考２－① 介護予防事業の概要（～平成２６年）

○ 介護予防事業は介護保険法第１１５条の４５の規定により、市町村に実施が義務付けられている。

○ 要介護状態等ではない高齢者に対して、心身の機能や生活機能の低下の予防又は悪化の防止のために必要
な事業として、各市町村が実施。

○ 介護予防事業は介護給付見込み額の２％以内の額で実施（介護保険法施行令第３７条の１３）

○ 平成２５年度 国費：１２４億円 総事業費：４９６億円 （介護保険法第１２２条の２）

（国１／４、都道府県１／８、市町村１／８、保険料（１号２／１０、２号３／１０））

二次予防事業（旧：特定高齢者施策）

【対象者】高齢者全般

【事業内容】
○ 介護予防普及啓発事業、
講演会、介護予防教室等の開催、啓発資材等の作成、配布等

○ 地域介護予防支援事業
ボランティア育成、自主グループ活動支援 等

一次予防事業（旧：一般高齢者施策）

【対象者】要介護状態等となるおそれのある高齢者（生活機能の低下等がみられる高齢者）

【事業内容】
○ 通所型介護予防事業
運動器の機能向上プログラム、栄養改善プログラム、口腔機能の向上プログラム、複合プログラム 等

○ 訪問型介護予防事業
閉じこもり、うつ、認知機能低下への対応、通所が困難な高齢者への対応 等29
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高齢者人口に対する割合

年度

高齢者人口
（人）

※各年度末の高齢者
人口を計上

基本チェックリスト

配布者
（配布者数）

基本チェックリスト

回収者
（回収者数）

基本チェックリスト
回収率

【回収者数／
配布者数（%）

二次予防事業

対象者*1

（対象者数）

二次予防事業
参加者*2

（参加者数）

H18 26,761,472 － － － 0.6%
（ 157,518人）

0.2%
（50,965人）

H19 27,487,395 － － － 3.3%
（ 898,404人）

0.4%
（109,356人）

H20 28,291,360 52.4%
（14,827,663人）

30.7％
（ 8,694,702人）

58.6% 3.7%
（1,052,195人）

0.5%
（128,253人）

H21 28,933,063 52.2%
（15,098,378人）

30.1％
（ 8,715,167人）

57.7% 3.4％
（ 984,795人）

0.5%
（143,205人）

H22 29,066,130 54.2%
（15,754,629人）

29.7%
（ 8,627,751人）

54.8% 4.2％
（1,227,956人）

0.5%
（155,044人）

H23 29,748,674 55.8%
（16,586,054人）

34.9%
（10,391,259人）

62.6% 9.4%
（2,806,685人）

0.8%
（225,667人）

H24 30,949,615 48.6%
（15,047,457人）

31.7%
（9,798,950人）

65.1% 9.6%
（2,962,006人）

0.7%
（225,761人）

H25 31,720,621 49.0%
（15,538,760人）

31.0%
（9,837,661人）

63.3% 9.5%
（3,014,017人）

0.8%
（246,130人）

*1 二次予防事業対象者：当該年度に新たに決定した二次予防事業の対象者と前年度より継続している二次予防事業者の総数を計上している。
*2 二次予防事業参加者

・平成18～19年度は、通所型介護予防事業及び訪問型介護予防事業の参加者を計上している。
・平成21～23年度は、通所型介護予防事業、訪問型介護予防事業及び通所型・訪問型以外で介護予防に相当する事業の参加者を計上している。
・平成24,25年度は、介護予防事業における二次予防事業の参加者と、介護予防・日常生活支援総合事業における要支援・二次予防事業の予防サービス事
業の利用者のうち二次予防事業対象者の合計数を計上している。

二次予防事業への参加者数の目標を高齢者人口の5％を目安として取り組んできたが、平成
25年度の実績は0.8%と低調である。

出典：介護予防事業報告 30

参考２－② 二次予防事業の実績の推移



平成25年度の介護予防事業の実績

内容
実施

保険者数※ 対象経費実支出額

二
次
予
防
事
業

二次予防事業の対象者把握事業 1,478 10,644,368,260円

通所型介護
予防事業

運動器機能向上 1,067

12,784,771,665円

栄養改善 236
口腔機能向上 519
認知機能低下予防・支援 279
複合 792
その他 145

訪問型介護
予防事業

614
810,856,064円

低栄養改善のための配食支援 114

二次予防事業評価事業 1,118 240,768,583円

一
次
予
防
事
業

介護予防普
及啓発事業

パンフレット等の作成・配布 1,246

11,044,036,941円

講演会・相談会 1,111
介護予防教室等 1,447
介護予防事業の記録等管理媒体
の配布

463

その他 296

地域介護予
防活動支援
事業

ボランティア等の人材育成 831

6,046,746,225円
地域活動組織への支援・協力等 888
社会参加活動を通じた介護予防
に資する地域活動実施

314

その他 143

一次予防事業評価事業 933 165,468,743円

合計 1,536 41,737,016,481円

介護予防事業費の内訳

「二次予防事業の対象者把握事
業」が全体の1/4を占める

出典：H25年度介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業報告

二次予防事業

の対象者把握

事業

26%

通所型介護予

防事業

31%

訪問型介護予

防事業

2%

二次予防事業

評価事業

1%

介護予防普及

啓発事業

26%

地域介護予防

活動支援事業

14%

一次予防事業

評価事業

0%

※介護予防・日常生活支援総合事業実施保険者（44保険者）を除く。
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